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１．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間︓令和4年10⽉27⽇〜11⽉15⽇
・調査企業︓⽇本DIY・ホームセンター協会の⼩売会員社 45社（前年度47社）
・回答企業︓26社（前年度28社）
・回答率︓57.8％（前年度59.6％ ）

1

概観
✔「合理的な価格決定」（単価の決定・改定）では、労務費・原材料価格・

エネルギー価格の各変動に対し、「概ね反映できた」とした回答がいずれ
も7割を超えて、適正なコスト負担が⾏われていることがわかる。

✔「下請代⾦⽀払の適正化への取組」では、「全て現⾦払い」の回答割合が
増加し、⼿形払いの企業数も減少し、前年度に引き続いて改善が⾒ら
れる。







４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【宣⾔状況】
・協会正副会⻑企業を含む9社が宣⾔済

【取組状況】
・協会正副会⻑企業向け説明会（経済産業省主催）に参加した。
・「JAPAN DIY HOMECENTER SHOW 2022」会場内にて、経済産業省

住宅産業室より講演をいただき、関係者への呼びかけを⾏った。
・会員各社向けに、宣⾔関係記事を掲載した協会機関誌を配付した。

【今後の取組】
・宣⾔企業数の増加を図るために、宣⾔の意義や取組事例の紹介等の継続的な

働きかけを⾏っていく予定。
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５．これまでの取組（普及活動等）
フォローアップ調査の継続実施等に取り組んだ。
・振興基準改正（2022年3⽉）に伴う⾃主⾏動計画の⼀部改訂
・同計画のフォローアップ調査結果についてフィードバック
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６．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組】
取引適正化に向けた各種取組の継続と会員への働きかけを図る。




